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建設を皮切りに，港湾，堤防，道路，下水道などの社会資本が徐々に建設され，1960 年代から 1970 年代の







表 1.1-1 建設後 50年以上経過する社会資本の割合 1) 
 平成 24年 3月 平成 34年 3月 平成 44年 3月 
道路橋 
（橋長 2m以上） 
約 16% 約 40% 約 65% 
トンネル 約 18% 約 31% 約 47% 
河川管理施設 
（国管理の水門など） 
約 24% 約 40% 約 62% 
下水道管きょ 約 2% 約 7% 約 23% 
港湾岸壁 
（水深-4.5 m以深） 







年 6 月，および同年 10 月に，JR 山陽新幹線の小倉－博多間のトンネル内においてコンクリート塊の剥落 3)




























































































強度を推定する方法）が考案され 22)，取り扱いが簡便であることなどの理由から 1960 年代前後から建設現
場に利用されてきた 10)．その後，様々な非破壊検査法に関する研究が行われている．手法別に見ると，弾性
波を利用した，AE法（NDIS 2421，2000制定）・超音波法（NDIS 2426-1，2009制定）・衝撃弾性波法（NDIS 
2426-2，2009制定）・打音法（NDIS 2426-3，2009制定），電磁波を利用した，電磁誘導法（JCMS-Ⅲ B5708，




























表面 目視で計測する 大きさ・位置 目視 
内部 
電磁波の反射波形を確認する 大きさ・位置 電磁波レーダ法 
超音波の伝播速度と往復伝播時間を測定する 大きさ・位置 弾性波法（超音波法） 




表面 目視または虫めがねで計測する 大きさ・位置 目視 
内部 
超音波の波形を検出する 大きさ・位置 弾性波法（超音波法） 
衝撃弾性波の波形を検出する 大きさ・位置 弾性波法（衝撃弾性波法） 
浮き 表面 






金属球で擦った擦過音をロボットで測定する 大きさ・位置 ロボット打診法 
赤外線映像装置で表面温度分布を測定する 大きさ・位置 赤外線サーモグラフィ法 
脆弱部 内部 
ハンマで叩いた時の音を耳で判断する 大きさ・位置 たたき（打音検査） 
超音波の伝播速度を測定する 大きさ・位置 弾性波法（超音波法） 
衝撃弾性波の伝播速度と往復伝播時間を測定する 大きさ・位置 弾性波法（衝撃弾性波法） 
内部空洞 内部 
放射線を透過して撮像する 大きさ・位置 放射線透過試験法 
電磁波の反射波形を確認する 大きさ・位置 電磁波レーダ法 
超音波の伝播速度と往復伝播時間を測定する 大きさ・位置 弾性波法（超音波法） 
衝撃弾性波の伝播速度と往復伝播時間を測定する 大きさ・位置 弾性波法（衝撃弾性波法[多重反射法]） 
縦弾性波の到達時間差を測定する 大きさ・位置 弾性波法（衝撃弾性波法[透過法]） 
グラウト充填性 内部 
打撃で発生させた弾性波の多重反射スペクトルを検出する 大きさ・位置 弾性波法（衝撃弾性波法[多重反射法]） 








表面 目視または虫めがねで観察する 大きさ・位置 目視 
内部 
放射線を透過して撮像する 大きさ・位置 放射線透過試験法 
AE装置を用いてひび割れの進展状況を計測する 発生・進展状況 AE法 
（長さ） 表面 
目視またはメジャーで計測する 大きさ・位置 目視 
デジタル画像から抽出する 大きさ・位置 デジタルカメラ 
長さ変化を測定する 発生・進展状況 コンタクトゲージ法 
（幅） 表面 目視またはメジャーで計測する 大きさ・位置 目視 
（深さ） 内部 
ひび割れ部と健全部の超音波の伝播時間差により推定する 大きさ・位置 弾性波法（超音波法） 
超音波の波形を検出する 大きさ・位置 弾性波法（超音波法[直角回折波法]） 
衝撃弾性波の波形を検出する 大きさ・位置 弾性波法（衝撃弾性波法[位相反転法]） 
塩分量・分布 内部 
AE波形の立上がり時間を測定する 発生・進展状況 AE法 
鉄筋からの反射波の波形を比較する 大きさ・位置 電磁波レーダ法 
凍害劣化 
表面 目視でコンクリートの浮き・ひび割れの状況を観察する 大きさ・位置 目視 
内部 
超音波の伝播速度を測定する 大きさ・位置 弾性波法（超音波法） 
AE発生挙動の推移をモニタリングする 発生・進展状況 AE法 
アルカリ骨材反
応による劣化 
表面 目視でコンクリートのひび割れの状況を観察する 大きさ・位置 目視 
内部 超音波の伝播速度を測定する 大きさ・位置 弾性波法（超音波法） 
硫酸塩浸食劣化 表面 目視でコンクリートの劣化の状況を確認する 大きさ・位置 目視 
損
傷 
疲労 内部 AE振幅分布を監視する 発生・進展状況 AE法 
火害 表面 目視または写真で計測する 大きさ・位置 目視 
 












透水性 水頭圧を一定にして吸水量の時間的な変化を測定する 表面法 
 















































































コンクリート内部で発生し，伝播してきた AE 波をコンクリート表面に設置した AE センサで受信し，コ
ンクリート内部の劣化や損傷の把握 32)-34)，微小ひび割れの発生位置，ひび割れの進展状況を把握することが















が開発され，研究が進められている 46)- 49)． 
さらに，AE 法はコンクリート構造物だけでなく，地下に埋設された配管施設の漏水監視にも適用され，

































































































































本論文は序論と結論を含め 7章から構成されている．第 3章～第 6章に前節で示した弾性波トモグラフィ
手法の課題についての検討結果を示す．以下に，各章の内容を概説するとともに，図 1.4-1に本論文の構成
図を示す． 
第 1章 序論 
第 1章では，研究の背景と目的ならびに論文の構成を示す． 
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方法 2)のことで，断層撮影法 3)などとも呼ばれる． 
















































 トモグラフィ手法は，医療分野におけるX線CT（Computed Tomography）の研究から始まっている 3)．ト
モグラフィ手法の理論的考察と数学的解析は 1917 年に Radon によって提案され 6)，この理論を応用した X
































































































た順解析が必要となる．また，X 線 CT は，対象の全周，全方向からの測定が可能であるのに対し，一般の
弾性波トモグラフィでは限られた測点，方向からの測定（物理探査におけるボーリング孔や試掘横杭などか
らの測定）となることから，弾性波トモグラフィのデータ解析に，X 線 CT で用いられる投影を基本とした






















































の逆数）の修正量を求める方法 50)の 2つがある．前者は，いわゆる代数的再構成法（Algebraic Reconstruction 























































⁄  (2.4-4) 


























握する物理探査手法（ジオトモグラフィ）として 1970年代から行われ始め，世界的にはBois et al.の研究が


















































図 2.4-5 柱断面の伝播速度測定状況（2点間の弾性波速度の測定）64) 
 
















図 2.4-7 弾性波速度分布 65) 
 
塩谷らは，70年以上経過した鉄道コンクリート橋脚（無筋コンクリート）の補修効果確認に弾性波トモグ
ラフィを適用している．対象範囲は橋脚鉛直断面（台形断面）上底 2.07 m，下底 2.31 m，高さ 2.5 mであり，
鋼球打撃による弾性波測定を行っている 66)．ここで，塩谷らは，弾性波の伝播経路を考慮し，2.4.1で示し
た波線追跡法と反復法解析を行うトモグラフィ解析を実施しており，橋脚内部の 2次元的な弾性波速度分布






























































表 2.4-1 弾性波トモグラフィ技術の現状のまとめ（その 1） 
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以下に，2 次元モデルを対象に本手法について示す．図 3.2-1 に示すような三角形要素や四角形要素が混
在する要素分割モデルにおいて，ある節点から弾性波が発信したとする． 
 


















図 3.2-2 正規化された要素座標系から全体座標系における要素への写像 



























(1 − 𝜉)(1 + 𝜂) 
(3.2-3) 
要素を横切る波線は明らかに直線であるため，この直線は全体座標系において以下の式で表される． 
 𝑎𝑥 + 𝑏𝑦 + 𝑐 = 0 (3.2-4) 




 𝑎 ∑ 𝑁𝑖(𝜉, 𝜂)𝑋𝑖
4
𝑖
+ 𝑏 ∑ 𝑁𝑖(𝜉, 𝜂)𝑌𝑖
4
𝑖




































写真 3.3-1 藻岩発電所取水堰 
 
 
























ント）:W（水）=2:1 の配合を注入し，次にC:W=1:1 の配合に切り替え，最大注入圧力を 0.15 MPa として 5
分間注入の状態で保持して注入完了とするものである．平成 19 年度に実施したNo. 3ピアの補修概要（施工
数量）を表 3.3-1に，グラウチングの注入孔の配置を図 3.3-2にそれぞれ示す．水平孔は鉛直に 2 m間隔で





表 3.3-1 補修概要（施工数量） 
工種 仕様 数量 備考 
グラウチング工 
鉛直孔 φ50 mm 71 m 5 孔 
水平孔 φ20 mm 208 m 210孔 
クラック注入工 幅 0.2 mm以上 737 m 
コンクリート改質材 
超微粒子セメント 
クラック塗布工 幅 0.2 mm未満 241 m コンクリート改質補助材 




図 3.3-2 グラウチング孔配置図（網掛け部：弾性波トモグラフィ対象範囲） 
 
3.3.4 適用方法 
No. 3ピアにおけるセンサ配置を図 3.3-3に示す．当該ピアでは内部に存在する損傷の 3次元的な分布を確
認し，かつ包括的に補修効果を確認するために 3次元要素分割モデルによる弾性波トモグラフィ手法を適用
した．事前の測定により 10 m程度まで弾性波が測定可能であることを確認し，発信点-受信点間距離の最長
が 10m未満となるよう，計測範囲を設定した．設定した計測範囲は，高さ 7.5 m（折れ点より上方向に 2.25 m，
下方向に 5.25 m），幅 4.1 m，ならびに，奥行きは 5.11 m（最大）とした．左右側壁面は，上流側より 1.2 m
間隔で 3列にセンサを配置した．各列については高さ 1.5 m間隔で 6 個配置している．また，下流側壁面に
は，幅 4.1 mの 3等分線となる 2列にセンサを 6個ずつ高さ 1.5 m間隔で配置した．配置したセンサ数は 48
個である．なお，この配置による最長の発信点-受信点間距離は 9.7 mである． 
コンクリートへの弾性波の発信は，振動ハンマドリル（先端曲率半径 30 mm）によって行った．また，計
測に用いたセンサは圧電型加速度センサ（SAF51，富士セラミックス社製，共振周波数 45 kHz，周波数範囲
5～10 kHz）である．これらを写真 3.3-2，写真 3.3-3に示す．データ収録はレコーダ（GX1，TEAC 社製）



























































































写真 3.3-2 振動ハンマドリル 
 
写真 3.3-3 圧電型加速度センサ 
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走査線数はそれぞれ，発信点 18×受信点 30＝540 本，下流側発信による走査線数は発信点 12×受信点 36＝
432本であり，モデル全体の合計では 1,512 本となる．それぞれの走査線における走時を基に解析を行う． 
 
 













図 3.3-5 初動走時の読み取り 
 
  








































































































































図 3.3-8 補修前の受信点波形（対象領域の下端断面） 
 
 

















































































































































































図 3.3-10 補修後の受信点波形（対象領域の下端断面） 
 
(2) 弾性波トモグラフィ手法による評価 
補修前後における弾性波速度の 3次元分布（コンター）画像を，それぞれ，図 3.3-11，および，図 3.3-12
に示す．また，3 次元コンター画像から切り出したダム軸方向および上下流方向の断面における弾性波速度
の 2次元コンター画像を，それぞれ，図 3.3-13，図 3.3-14ならびに，図 3.3-15に示す．図中，弾性波速度
について， 4,000 m/s 以上を濃青色， 2,000 m/s 以下を赤色として色の変化で表している． 
これらの図より，補修前は，計測範囲の上流側から左岸側に緑色で示される 3,000 m/s 程度の低速度領域が
分布している．左右岸で比較すると，左岸側の弾性波速度が低く，緑色（3,000 m/s）から赤色（2,000 m/s）
で示されており，より多くの損傷（ひび割れや空隙）が存在していたと考えられる．2 次元コンター画像か
らは，ピア内部にも緑色の 3,000 m/s 以下の低速度領域が分布していることが確認され，上流側から左岸側に
分布していた緑色から赤色の低速度領域は，内部まで広がっている． 






























































































































図 3.3-12 弾性波速度コンター画像（下流－左岸側） 
 
 
































図 3.3-14 弾性波速度コンター画像（下流側断面） 
 
 




も試みた．コアは直径 10 cm，長さ 50 cmを目標としてコアボーリングマシンにより採取した．補修前およ
































写真 3.3-5 採取コア（補修前） 
 





























写真 3.3-8 紫外線照射画像（補修前） 
 
 






補修前が 3,105 m/s，補修後が 3,737 m/s であり，その差は 632 m/s であった． 
 
 



























































𝐻11 = − (𝑛




) ℎ𝑛(𝑘𝑝𝑎) − 2(𝑘𝑝𝑎)ℎ𝑛+1(𝑘𝑝𝑎)， 















𝐻21 = (𝑛 − 1)ℎ𝑛(𝑘𝑝𝑎) − (𝑘𝑝𝑎)ℎ𝑛+1(𝑘𝑝𝑎)， 
𝐻22 = − (𝑛




) ℎ𝑛(𝑘𝑠𝑎) − (𝑘𝑠𝑎)ℎ𝑛+1(𝑘𝑠𝑎)， 
𝐽11 = − (𝑛




) 𝑗𝑛(𝑘𝑝𝑎) − 2(𝑘𝑝𝑎)𝑗𝑛+1(𝑘𝑝𝑎)， 
𝐽21 = (𝑛 − 1)𝑗𝑛(𝑘𝑝𝑎) − (𝑘𝑝𝑎)𝑗𝑛+1(𝑘𝑝𝑎)， 


























































トルにおける卓越周波数𝑓（5 kHz）を用いて，𝜔 = 2𝜋𝑓により求めた．そして，縦波（P 波），および横波（S
波）の弾性波速度𝑐𝑝，𝑐𝑠，および波数𝑘𝑝，𝑘𝑠は以下の関係式を用いた． 
 
𝑐𝑝 = √(𝜆 + 2𝜇) 𝜌⁄ ， 
𝑐𝑠 = √𝜇 𝜌⁄ ， 
𝑘𝑝 = 𝜔 𝑐𝑝⁄   
𝑘𝑠 = 𝜔 𝑐𝑠⁄   
(3.3-6) 
ここで，𝜆，および𝜇はラメ定数（𝜆 = 𝐸𝜈 [(1 + 𝜈)(1 − 2𝜈)]⁄ ，𝜇 = 𝐸 2(1 + 𝜈)⁄ ）である．均質化モデルにお
ける諸条件を表 3.3-2に示す． 
 











10-40※ － 10-40※ － 
母材コンクリートの 
みかけのヤング係数 
ポアソン比 (-) 0.2 － 0.2 － － 
密度 (g/cm3) 2,300 － 2,300 － － 
半径 (mm) － 50.0 － 50.0 － 




















法により得られた弾性波速度の平均値 3,105 m/s と補修前の空気球の混入率 1%に基づき，均質化モデルによ
り算定したピアの母材コンクリートのみかけのヤング係数は 20.2 GPaとなった．一方，補修後の弾性波トモ












に基づき算定した当該ピアの母材コンクリートのみかけのヤング係数 28.9 GPa を，当該ピアの本来のヤング
係数であるものとし，母材コンクリートがこのヤング係数でありながら，補修前の弾性波トモグラフィ手法
により得られた弾性波速度の平均値 3,105 m/s に低下させる空気球の混入率を，式(3.3-3)と式(3.3-4)から求
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表 4.1-1 弾性波パラメータと評価対象との対応関係 1) 
 
 









（圧縮波）を生じており，臨海入射角（コンクリートのポアソン比を 0.25 とすると約 45 度）を超えると上
向きの位相の反転した圧縮波の受信波形が得られる．この幾何関係に基づき，ひび割れの深さを推定する． 
 




















弾性波パラメータ 原理 評価対象（代表例） 
伝播速度 伝播経路の変化 ひび割れの有無 
振幅・エネルギ  ー 欠陥部での減衰 ひび割れの有無 
周波数 共振周波数 剥離・空隙 




図 4.1-2 弾性波法による評価概念（周波数による評価）1)  
 
 






きく減衰することが知られている 2)．例えば，中心部に欠陥を有する 1.0×1.0 m の対象領域を考える（図
4.1-4）．領域内における弾性波の伝播速度（V）は 4,000 m/s とする．また，欠陥は空洞であり，領域面積に
対する割合を空隙率として，空隙率 0（空洞無し），1，5，10%の空洞を想定し，パラメータの感度分析を行




























































図 4.1-4 感度分析モデル 
 





























周波数：f = 100 khz
波源強度：B0
振幅：AL


























の模擬損傷）3 つの試験体を作成した．弾性波の測定は超音波パルス発生器（PUNDIT，C. N. S. Instruments Ltd.
社製，周波数範囲 30-100 kHz）を用いて透過法で行った．波動を受信するセンサは共振型 AE センサ（R6，






図 4.2-1 模擬損傷を有するモルタル試験体 
 
 
写真 4.2-1 模擬損傷を有するモルタル試験体 
 
 
図 4.2-2 モルタル試験体の弾性波測定の概要 

































































































































図 4.3-1 スペクトル減衰率の算出方法 
















































 𝑎𝑜 = 𝑎𝑠𝑒
−𝛼𝑙 (4.3-2) 
これは，距離 l 進むにつれ e-αl 倍減衰する（吸収される）ことを意味する．式(4.3-2)は係数βを用いて書
き換えられ（式(4.3-3)），理論減衰率 ACALは式(4.3-4)で求められる． 
 𝑎𝑜 = 𝑎𝑠10
−𝛽𝑙 (4.3-3) 
 𝐴𝐶𝐴𝐿 = 𝑎𝑜 𝑎𝑠⁄ = 10
−𝛽𝑙 (4.3-4) 
ここで，観測減衰率（式(4.3-1)）および理論減衰率（式(4.3-4)）の表現をデシベル（dB）によって改める． 
 𝐴𝑂𝐵𝑆 = 10log(𝑎𝑠 𝑎𝑜⁄ ) (4.3-5) 























AE センサ（AE603SWA40，富士セラミックス社製，共振周波数 60 kHz，40 dB プリアンプ内蔵）を用いた．
各センサ近傍において超音波パルス発生器（PUNDIT，C. N. S. Instruments Ltd. 社製，周波数範囲 30-100 kHz）
により発信センサを介して弾性波を入力する．なお，発信センサは共振型AE センサ（R6，日本フィジカル
アコースティクス社製，共振周波数 60 kHz）を用いた．厚さ 650 mmの断面の両側に 130 mm間隔で 6 個の
センサを 1 列に，計 12 個設置した．したがって波線は，6×6＝36 本である．算出したパラメータを基に，
第 3章で述べた速度トモグラフィ手法および 4.3で示した減衰トモグラフィ手法を適用する．解析モデルを

















図 4.4-2 トモグラフィ解析モデル 
 
4.4.3 計測結果と考察 
























図 4.4-4 発信点センサ Ch_01，受信点センサ Ch_07～12における波形 
7 8 9 10 11 12







































































































ち上がり部から 1.5 波長分の波形を対象とした．図 4.4-6に，これらより求めたパワースペクトルを示す．
































































































































図 4.4-6 発信点センサ Ch_01，受信点センサ Ch_07～12におけるパワースペクトル 
 
計測した波形を基に速度トモグラフィ手法により解析を行った結果を，図 4.4-7に示す．図中のコンター
レベルは 3,500～4,000 m/sとし，3,500 m/s 以下を赤色，4,000 m/s 以上を濃青色としている．第 3章で示した






















































































図 4.4-7 速度トモグラフィ結果（弾性波速度コンター画像：m/sec） 
 
 













































= [𝜇 + 𝜂
𝜕
𝜕𝑡








] ∇(∇ ∙ 𝑤) (4.5-1) 
ここで，ρは密度，λおよび μはラメ定数，ηはせん断粘性係数，ϕは体積粘性係数，t は時間である．また，
wは二次元の列ベクトルで，その構成要素は位置座標(x,y)における変位の x 成分と y成分であり，式(4.5-2)
で表される． 





図 4.5-1 グラウト充填率 
 
図 4.5-2にモデル・センサ配置図を示す．中央付近の円形の位置に鋼管シースをモデル化している．セン
サはモデル左右に 7個ずつ，計 14個を配置した．図 4.5-3に示す 49 本全ての走査線において観測走時およ
び観測減衰率を測定し，図 4.5-4に示す要素分割モデルにおいて弾性波トモグラフィを行った．当シミュレ
ーションでは，上下端に境界条件を設けず無限延長とし，反射波による影響を考慮しないこととした．各部
材は密度 ρ，ラメ定数 λ および μ により設定した．ラメ定数は弾性係数とポアソン比から算出した．各部材
の設定値を表 4.5-1に示す．また，減衰率に関わるパラメータである各種粘性係数は，既往の弾性波測定デ
ータをもとに逆解析により同定した．入力する弾性波はガウスモノパルス（重心周波数 1 MHz）を設定した．
波形およびパワースペクトルの一例を図 4.5-5および図 4.5-6に示す． 
 
図 4.5-2 モデル・センサ配置図 
 
図 4.5-3 モデル上の走査線図 
 
図 4.5-4 要素分割モデル 
表 4.5-1 シミュレーションに用いた各部材の設定値 





2,380 2,236 8,030 
  
[MPa] 
9,875 7,500 100,910 
  
[MPa] 
13,636 11,250 78,170 
  




































































































































































図 4.5-6 発信点センサ Ch_01，受信点センサ Ch_08～14におけるパワースペクトル 
 
4.5.3 弾性波トモグラフィ手法によるグラウト充填率評価の検証結果と考察 























































































(a) 充填率 0% 
 
(b) 充填率 50% 
 
(c) 充填率 100% 
図 4.5-7 数値解析による波動伝播イメージ 
 
(a) 充填率 0% 
 
(b) 充填率 50% 
 
(c) 充填率 100% 
図 4.5-8 速度トモグラフィ法によるシミュレーション結果 
 
(a) 充填率 0% 
 
(b) 充填率 50% 
 
(c) 充填率 100% 


































図 4.5-10 伝播速度とスペクトル減衰率の統合指標 
 
表 4.5-2 それぞれの手法で確認された傾向による分類 
 伝播速度 

















レベル 3 レベル 4 


























(a) 充填率 0% 
 
(b) 充填率 50% 
 
(c) 充填率 100% 
図 4.5-11 伝播速度とスペクトル減衰率の統合指標を用いたコンター画像 
 
 
(a) 充填率 0% 
 
(b) 充填率 50% 
 
(c) 充填率 100% 
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出し（図 5.2-6），抽出された波形の周波数成分（図 5.2-7）から表面波位相速度を算出する． 
 
 
図 5.2-4 実測波形データ 
 











































図 5.2-6 表面波の抽出波形データ 
 







1,500 mm×300 mmとした．水平方向のひび割れや空洞などの欠陥を模擬した直径 300 mm，厚さ 5 mmの発
泡スチロール板を 4箇所に埋設しコンクリートを打設した．発泡スチロール板の設置深度は，センサを配置
する面からそれぞれ 30 mm，60 mm，100 mm，140 mmとした． 
弾性波を計測するセンサは圧電型加速度センサ（SAF51，富士セラミックス社製，共振周波数 45 kHz）を
用いた．端部からの反射波の影響を低減するため，試験体の端部からセンサ間隔と同じ距離だけ離して 4行








径 3 mm，8 mm，11 mm）を用いて，実際に得られる発信波形から抽出した表面波に対して高速フーリエ変
換（FFT）解析を行い，表面波の卓越周波数を求め波長を算出した． 











































表 5.3-1 鋼球ハンマで励起された表面波の卓越周期と波長 
球径(mm) 卓越周期(kHz) 波長(mm) 
3 20 110 
8 12 180 
11 9 240 
 
 
写真 5.3-1 試験体型枠組立状況 
 
写真 5.3-2 センサ配置状況（破線は模擬欠陥部位） 
 
 




図 5.3-2 表面波の周波数分析結果（鋼球径 3 mm） 
 
 
図 5.3-3 表面波の周波数分析結果（鋼球径 8 mm） 
 
 










位相速度を算出し，模擬欠陥部の検出を実施する．図 5.3-5，図 5.3-6，図 5.3-7に球径 3 mm，8 mm，11 mm
の鋼球で打撃した場合の表面波位相速度の画像を示す． 



















図 5.3-5 表面波位相速度画像（鋼球径 3 mm） 
 
 
図 5.3-6 表面波位相速度画像（鋼球径 8 mm） 
 
 




































試験体の寸法は 1,200 mm(L)×1,200 mm(W)×300 mm(D)であり，コンクリート床版を想定している．試験
体の背面側（センサの設置および打撃面の反対側）には豆板やひび割れを模擬した欠陥部がある．豆板は，
表面から 200～300 mmの背面側位置に配置（φ300 mm）し，ひび割れは表面から 200～300 mmの位置に，
幅 0.5 mm，長さ 550 mmを配置した．写真 5.4-1に試験体背面の欠陥状況を示す． 
センサは圧電型加速度センサ（SAF51，富士セラミックス社製，共振周波数 45 kHz）を用いた．健全であ
る対面側表面に 4行 4列，計 16個設置した．センサ間隔は 300 mmである．センサ設置位置と欠陥部との関
係を図 5.4-1 に示す．図中の#01～#16 がセンサ設置位置である．打撃により表面波を励起させ，表面波位














で計測された波形のピーク周波数は 6.5～7.0 kHzと高周波数側に移行している． 
健全部の縦波伝播速度を Vph，欠陥部の縦波伝播速度を Vpdとすると，Vphと Vpdには式（5.4-2）のような
関係が成立する． 








































幅 0.5 mm 
長さ 550 mm 
奥行き 200～300 mm 
φ300 mm， 
奥行き 200～300 mm 
92 
       （m/s） 
図 5.4-1 トモグラフィ結果（＋：センサ位置） 
 
 








加速度センサ（SAF51，富士セラミックス社製，共振周波数 45 kHz）を用いた．対面側表面に 4行 4列，計
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(a) センサ設置数 16個における走査線 
 
(b) センサ設置数 9個における走査線 
図 6.2-1 従来方式におけるセンサ設置数と走査線密度（×：発信点，○：受信点） 
 

















































(a) 従来方式 (b) 打音検査方式 








 𝑥(𝑡) ⇔ 𝐹(𝜔) = |𝐹(𝜔)|𝑒𝑖𝜙(𝜔) (6.3-1) 
で定義される．|𝐹(𝜔)|はフーリエ振幅，𝜙(𝜔)はフーリエ位相，𝜔は角振動数である．この因果関数のフーリ
エ振幅|𝐹(𝜔)|は，最小位相推移関数と全域通過関数に分解することができる 6)．すなわち， 
 𝐹(𝜔) = |𝐹𝑀(𝜔)||𝐹𝐴(𝜔)| (6.3-2) 
である．|𝐹𝑀(𝜔)|は最小位相推移関数のフーリエ振幅，|𝐹𝐴(𝜔)|は全域通過関数のフーリエ振幅を示す．ただ
し，全域通過関数は，|𝐹𝐴(𝜔)| = 1で定義されるので， 





















































































 𝐹𝐴(𝜔) = 𝑒
𝑖{𝜙(𝜔)−𝜙𝑀(𝜔)} = 𝑒𝑖𝜙𝐴(𝜔) (6.3-7) 
と表される．𝜙𝐴(𝜔)は全域通過関数のフーリエ位相である．したがって，式(6.3-1)，(6.3-6)，(6.3-7)より，
因果関数のフーリエ変換𝐹(𝜔)は，最小位相推移関数と全域通過関数を用いて， 
 𝐹(𝜔) = |𝐹𝑀(𝜔)|𝑒
𝑖{𝜙𝑀(𝜔)+𝜙𝐴(𝜔)} (6.3-8) 
つまり， 








































図 6.3-2 測定概要（16センサ配置，各センサ近傍において打撃発信） 
 
 





























































































(a) 5 kHz 
 
(b) 7 kHz 
 
(c) 9 kHz 
 
(d) 11 kHz 
 
(e) 13 kHz 
 
(f) 15 kHz 



















































































































































































(a) 推定打撃発信点波形 #01 
 
(b) 推定打撃発信点波形 #02 
 
(c) 推定打撃発信点波形 #03 
 
(d) 推定打撃発信点波形 #04 













































































(a) 推定打撃発信点波形 #05 
 
(b) 推定打撃発信点波形 #06 
 
(c) 推定打撃発信点波形 #07 
 
(d) 推定打撃発信点波形 #08 








































































(a) 推定打撃発信点波形 #09 
 
(b) 推定打撃発信点波形 #10 
 
(c) 推定打撃発信点波形 #11 
 
(d) 推定打撃発信点波形 #12 











































































(a) 推定打撃発信点波形 #13 
 
(b) 推定打撃発信点波形 #14 
 
(c) 推定打撃発信点波形 #15 
 
(d) 推定打撃発信点波形 #16 










































































図 6.3-10 従来方式とセンサ設置不要の打撃発信方式（×：発信点，○：受信点） 
 
 






































































多くの研究成果が発表されている 13), 14)． 
AE法において一般的な初動到達時刻を用いたAE源の位置標定手法について概説する．センサが 3個あれ
ば，発信点の二次元平面における位置(𝑥, 𝑦)を求めることができる．対象範囲におけるAE波の伝播速度を𝑉，




= √(𝑥 − 𝑥1)2 + (𝑦 − 𝑦1)2




= √(𝑥 − 𝑥1)2 + (𝑦 − 𝑦1)2




































































































































図 6.4-7 打撃発信点位置標定結果（表面均質前提） 
 














































































Receiver Source Src loc Area Error
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写真 6.4-2 模擬欠陥コンクリート試験体 図 6.4-10 想定される表面伝播初動速度分布 
 
図 6.4-11に表面均質前提による打撃発信点位置標定結果（図中●印）を示す．真の打撃発信点位置（図中
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図 6.4-13 従来手法と提案手法の真値に対する誤差 
 
















































1.5 m×横 2.4 m）の端部 4点とし（図 6.5-3，写真 6.5-2），鋼球型ハンマを用いて対象範囲内においてラン
ダムに打撃を行い，これを発信とした解析を行う．また，比較検証のため，同位置に縦 0.5 m，横 0.8 m間隔，
計 16個のセンサを配置し（図 6.5-2，写真 6.5-1），5章で開発した一面配置型弾性波トモグラフィ手法も実
施した．なお，図中および写真中には目視で確認できた鉛直ひび割れを併せて示す．センサは圧電型加速度
センサ（SAF51，富士セラミックス社製，共振周波数 45 kHz）を用いた． 
 
 
図 6.5-2 センサ配置（一面配置型弾性波トモグラフィ手法，センサ設置数 16個） 
 
 


































本提案手法では 4分の 1にあたる 15分程度であった．また，図 6.5-6に示すように検証において提案手法に






図 6.5-4 一面配置型弾性波トモグラフィ手法による表面波位相速度画像 
 
 
図 6.5-5 任意の打撃信号による表面波位相速度画像 
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(b) 本提案手法（要素数 202個） 
 































































































目視および打音検査により確認できる．この領域に計 15 個の共振型 AE センサ（R6，日本フィジカルアコ

















写真 6.6-1 計測対象部材（RC梁部材） 
 
 
図 6.6-2 センサ配置 P1～P15（単位：m） 
 
(2) 要素分割仕様およびトモグラフィ解析結果と考察 




場合，要素の面積は基準面積の 1/4 相当が最小分割サイズとなる．全 7 仕様の解析結果の内，最も粗い要素
分割となる仕様①および最も細密な要素分割となる仕様⑦の解析モデル，および，弾性波トモグラフィ解析
結果をそれぞれ図 6.6-3，および，図 6.6-4に示す．解析結果にはひび割れスケッチも合わせて示す． 
 
表 6.6-1 要素分割仕様（要素数） 
 










しきい値 Nmax [本] 
28 ① 48 ② 56 - - 
21 48 ③ 88 ④ 96 - 
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図 7.2-2 点検の種類と構造物の状態の変化に関して把握される内容 3) 
 








































































図 7.2-3 新設構造物における点検への活用案（材齢強度に対する弾性波評価指標データベースの構築） 
 
 










































































































図 7.2-6 既設構造物における点検および対策への活用案 
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